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健康寿命の算定方法 

 

平成 24 年度厚生労働科学研究費補助金 

（循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究事業）による 

「健康寿命における将来予測と生活習慣病対策の費用対効果に関する研究班」 

 

「日常生活に制限のない期間の平均」の算定方法 

 「日常生活に制限のない期間の平均」は国民生活基礎調査と生命表を基礎情報とし、サ

リバン法（広く用いられている健康寿命の計算法）を用いて算定する。すなわち、国民生

活基礎調査における質問の「あなたは現在、健康上の問題で日常生活に何か影響がありま

すか」に対する「ない」の回答を日常生活に制限なしと定め、性・年齢階級別の日常生活

に制限のない者の割合を得る。生命表から定常人口と生存数を得る。性・年齢階級ごとに、

定常人口に日常生活に制限のない者の割合を乗じることにより、日常生活に制限のない定

常人口を求め、次いで、その年齢階級の合計を生存数で除すことにより、「日常生活に制限

のない期間の平均」を得る。 
 都道府県においては、国民生活基礎調査と都道府県の人口と死亡数を基礎情報とする。

国民生活基礎調査から都道府県の性・年齢階級別の日常生活に制限のない者の割合を得る。

都道府県の人口と死亡数からチャンの生命表法（広く用いられている生命表の計算法）を

用いて、都道府県の定常人口と生存数を得る。日常生活に制限のない者の割合、定常人口

と生存数から、上記と同様の方法で「日常生活に制限のない期間の平均」を得る。 
 市町村においては、国民生活基礎調査に準じた調査を実施する場合には、その調査によ

る性・年齢階級別の日常生活に制限のない者の割合、市町村の人口と死亡数を基礎情報と

して、都道府県と同様の方法で「日常生活に制限のない期間の平均」を得ることができる。

調査を実施せず、既存資料を用いる場合には、市町村の介護保険の介護情報、人口と死亡

数を基礎情報として、類似の方法で「日常生活動作が自立している期間の平均」（「日常生

活に制限のない期間の平均」に類する指標）を得ることができる。人口規模が小さい市町

村では指標の算定に一定の対応（複数年次の死亡数を基礎情報とすること、指標の 95％信

頼区間を使用することなど）を加えることを検討する必要がある。なお、人口規模が著し

く小さい市町村では指標の算定は困難である。 



「自分が健康であると自覚している期間の平均」の算定方法 

 「自分が健康であると自覚している期間の平均」は国民生活基礎調査と生命表を基礎情

報とし、サリバン法を用いて算定する。国民生活基礎調査における質問の「あなたの現在

の健康状態はいかがですか」に対する「よい」、「まあよい」または「ふつう」の回答を自

分で健康であると自覚していると定める。その割合を用いて、「日常生活に制限のない期間

の平均」と同様の方法で「自分で健康であると自覚している期間の平均」を得る。 
 都道府県においては、「日常生活に制限のない期間の平均」と同様の方法で「自分が健康

であると自覚している期間の平均」を得る。 
 市町村においては、「日常生活に制限のない期間の平均」と同様に、調査を実施する場合

には、その調査による性・年齢階級別の自分が健康であると自覚している者の割合、市町

村の人口と死亡数を基礎情報として、「自分で健康であると自覚している期間の平均」を得

ることができる。人口規模が小さい市町村では指標の算定に一定の対応を加えることを検

討する必要がある。なお、調査を実施しない場合には、既存資料による市町村の「自分で

健康であると自覚している期間の平均」に類する指標が見当たらないため、指標の算定は

困難であり、また、人口規模が著しく小さい市町村でも、指標の算定は困難である。 
 


